
 

 

令和４年度県内市町村地方公営企業決算の概要 

※（ ）内の数字は対前年度比 

１．企業数 

 ○ 公営企業数は、139 企業〔法適 61企業（＋３企業）、法非適 78企業（▲３企業）〕で、 

うち 18 企業〔法適 18企業、法非適０企業〕が赤字となっている（P４参照） 

 

（単位：事業）

法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計

水道 19 4 23 18 5 23 0

上水道（含簡水） 16 4 20 15 5 20 0

工業用水道 3 0 3 3 0 3 0

下水道 30 54 84 28 56 84 0

公共下水道 8 3 11 8 3 11 0

集落排水等 22 51 73 20 53 73 0

病院 10 0 10 10 0 10 0

交通 1 0 1 1 0 1 0

ガス 1 0 1 1 0 1 0

電気 0 4 4 0 4 4 0

宅地造成 0 4 4 0 4 4 0

駐車場 0 3 3 0 3 3 0

介護サービス 0 9 9 0 9 9 0

61 78 139 58 81 139 0

令和４年度 令和３年度
増減

合計

項目

年度

 

 

２．収益的収支 

 (1) 法適用企業 

 ○ 収益的収支は 52億円の純利益（＋３億円）を計上 

 ○ 病院事業では、全 11 病院のうち３病院が純損失を計上（P４参照） 

  

（単位：百万円）

上水道 1,587 (0) 1,586 (1) 1 (▲ 1)

簡易水道 20 (1) ▲ 1 (1) 21 (1)

工業用水道 20 (1) 51 (1) ▲ 31 (0)

下水道 1,458 (13) 1,412 (8) 46 (5)

病院 1,863 (3) 1,635 (1) 228 (2)

交通 5 (0) 15 (0) ▲ 10 (0)

ガス 275 (0) 211 (0) 64 (0)

合計 5,228 (18) 4,909 (12) 319 (6)

※（　）内の数字は企業数

純損益

増減令和４年度 令和３年度項目
年度
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 ○ 累積欠損金は 20企業で 194 億円（▲７億円）を計上 

 ○ 病院事業では、８病院が累積欠損金を計上（P４参照） 

  

（単位：百万円）

上水道 0 (0) 0 (0) 0 0

簡易水道 503 (2) 351 (1) 152 1

工業用水道 55 (1) 31 (1) 24 (0)

下水道 3,976 (9) 3,589 (8) 387 (1)

病院 14,740 (7) 15,763 (7) ▲ 1,023 (0)

交通 0 (0) 0 (0) 0 (0)

ガス 173 (1) 448 (1) ▲ 275 (0)

合計 19,447 (20) 20,182 (18) ▲ 735 (2)

※（　）内の数字は企業数

令和４年度 令和３年度 増減

累積欠損金
項目

年度

 

 

 (2) 法非適用企業 

 ○ 収益的収支の収支差引は 33 億円（▲３億円）を計上 

○ 事業別にみると、下水道事業では 29億円（▲１億円）を計上 

  

（単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増減

簡易水道 146 138 8

電気 174 184 ▲ 10

下水道 2,934 3,024 ▲ 90

宅地造成 67 242 ▲ 175

駐車場 6 20 ▲ 14

介護サービス 14 14 0

合計 3,341 3,622 ▲ 281

収支差引

項目
年度

 

 

３．一般会計等からの繰入金 

 ○ 法適用企業と法非適用企業を合わせて 282 億円（▲0.4 億円）を計上 

 

 (1) 法適用企業 

 ○ 一般会計等からの繰入金は 233 億円（＋３億円）を計上 

  

（単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増減

上水道 4,267 4,361 ▲ 94
簡易水道 226 118 108

工業用水道 20 20 0
下水道 10,454 10,313 141
病院 7,938 7,814 124
交通 373 373 0
ガス 11 10 1
合計 23,289 23,009 280

項目
年度
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 (2) 法非適用企業 

 ○ 全体で一般会計等からの繰入金は 49 億円（▲３億円）を計上 

  

（単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増減

簡易水道 259 276 ▲ 17
電気 0 0 0

下水道 4,384 4,657 ▲ 273
宅地造成 37 15 22
駐車場 0 0 0

介護サービス 258 310 ▲ 52
合計 4,938 5,258 ▲ 320

項目 年度

 
 

４．企業債現在高 

○ 法適用企業と法非適用企業を合わせて 3,050 億円（▲131 億円） 

 

 (1) 法適用企業 

 ○ 企業債残高は 2,564 億円（▲80 億円）を計上 

  

（単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増減

上水道 71,916 75,601 ▲ 3,685
簡易水道 2,182 1,391 791

工業用水道 845 906 ▲ 61
下水道 134,694 138,035 ▲ 3,341
病院 44,734 46,421 ▲ 1,687
交通 2 2 0
ガス 2,037 2,084 ▲ 47
合計 256,410 264,440 ▲ 8,030

項目
年度

 
 

 (2) 法非適用企業 

 ○ 全体で企業債残高は 486 億円（▲51 億円）を計上 

  

（単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増減

簡易水道 3,445 4,498 ▲ 1,053
電気 1,105 1,187 ▲ 82

下水道 42,522 47,084 ▲ 4,562
宅地造成 697 64 633
駐車場 0 0 0

介護サービス 811 852 ▲ 41
合計 48,580 53,685 ▲ 5,105

項目
年度

 
 

５．課題への取組状況 

   人口減少に伴う料金収入の減少、施設の老朽化による更新投資の増加等、経営環境は厳しさを

増しつつあることから、経営の健全化や効率化が図られるよう、地方公営企業法の適用や経営戦

略策定の推進、水道事業・下水道事業の広域化・共同化に向けた検討等により、公営企業の経営

基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組んでいる。 
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令和４年度地方公営企業（法非適用）事業別収支状況

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

区分 総収益 総費用 収支差引

R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率

簡易水道 338 427 ▲ 21.0 192 289 ▲ 33.7 146 138 5.7 92 85 8.2 法適用化に伴う減（1事業） 3,445 4,498 ▲ 23.4

電気 261 273 ▲ 4.2 87 89 ▲ 1.8 174 184 ▲ 5.4 0 0 - 料金収入の減 1,105 1,187 ▲ 6.9

下水道 5,955 6,110 ▲ 2.5 3,021 3,086 ▲ 2.1 2,934 3,024 ▲ 3.0 4,159 4,290 ▲ 3.1 法適用化に伴う減（2事業） 42,522 47,084 ▲ 9.7

宅地造成 90 242 ▲ 62.7 23 0 皆増 67 242 ▲ 72.3 23 0 皆増 料金収入の減 697 64 989.1

駐車場 66 76 ▲ 13.5 59 56 6.1 6 20 ▲ 68.4 0 0 - 営業収益の減、営業費用の増 0 0 -

介護 1,109 1,116 ▲ 0.6 1,095 1,101 ▲ 0.5 14 14 ▲ 0.6 145 120 20.8 他会計繰入金の増 811 852 ▲ 4.8

合　計 7,819 8,244 ▲ 5.2 4,478 4,621 ▲ 3.1 3,341 3,622 ▲ 7.7 4,419 4,495 ▲ 1.7 48,580 53,685 ▲ 9.5

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

区分 資本的収入 資本的支出 収支差引

R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度 R3年度 増減率 R4年度赤字企業

簡易水道 502 646 ▲ 22.3 626 794 ▲ 21.2 ▲ 124 ▲ 147 ▲ 15.8 332 436 ▲ 23.9 法適用化に伴う減（1事業） 4 ▲ 6 ▲ 166.7

電気 13 0 皆増 139 135 2.7 ▲ 126 ▲ 135 ▲ 6.7 20 5 290.9 基金繰入金の増、事業費の増 11 10 10.0

下水道 2,886 3,459 ▲ 16.6 5,739 6,436 ▲ 10.8 ▲ 2,853 ▲ 2,977 ▲ 4.2 1,851 2,354 ▲ 21.4 法適用化に伴う減（2事業） 120 58 106.9

宅地造成 710 336 111.4 777 576 35.0 ▲ 67 ▲ 241 ▲ 72.1 711 100 610.8 事業費の増 0 0 -

駐車場 0 0 - 2 21 ▲ 90.5 ▲ 2 ▲ 21 ▲ 90.5 0 1 皆減 地方債償還完了による減 4 0 3,900.0

介護 167 291 ▲ 42.6 184 307 ▲ 40.2 ▲ 17 ▲ 16 4.0 72 112 ▲ 35.4 事業費の減、繰上償還の減 22 24 ▲ 8.3

合　計 4,278 4,732 ▲ 9.6 7,466 8,269 ▲ 9.7 ▲ 3,188 ▲ 3,537 ▲ 9.9 2,986 3,007 ▲ 0.7 161 86 87.2

※四捨五入により差引・合計が一致しない場合がある。
※実質収支は、翌年度へ繰り越すべき財源、積立金等を控除し、前年度からの繰越金を加えるため、収益的・資本的差引の単純合計とはならない。

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

決算の概要
企　業　債　残　高

他会計繰入金

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

決算の概要
実　　質　　収　　支

建設改良費
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